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□ 企業理念

　三、弊社は、人類、社会の進歩発展に貢献することを誓います。

□ 基本理念

　　1. エネルギー使用量の効率的利用によりＣＯ2の削減に努める。

　　２. ICT建機の使用で施工時間の短縮による生産性の向上を図る。

　　３. 廃棄物の排出量の削減およびリサイクルの推進に努める。

　　４. 水使用量の削減に努める。

　　５. 建築物・工作物等への環境配慮に努める。

　　６. 環境関連法規等や当社が約束したことを遵守する。

　　７. 社会貢献活動（ボランティア）に積極的に参加する。

　　８. 環境経営方針は、全従業員に周知する。

　　９. 環境経営目標・活動計画を定め、継続的改善に努める。

　制定日：2010年6月24日

　改定日：2023年7月10日

　光洋建設株式会社
　代表取締役　 長尾　洋司

　　光洋建設株式会社は、地球環境保全の取組みが重要であることを認識し、人と地球に
　　やさしい社会・地域づくりに貢献し、地球温暖化問題への取組みや地域の環境活動に
　　自主的・積極的に取組みます。

環境経営方針 

　一、弊社は、従業員の物心両面の幸福を実現するために社長を含め、一同必死に努力し続ける
　　　ことを誓います。

　二、弊社は、売上と収益をさらに上げ、不況にびくともしない会社をみなさんと共に創り
　　　あげることを誓います。

　四、弊社は、目標を掲げ、『なぜその目標を目指すのか』『どうすれば目標を達成できる
　　　のか』について、議論し一度立てた目標は何としても達成できるよう努力することを
　　　誓います。

□ 環境経営方針
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【 組織の概要】

（１）事業者名及び代表者氏名

　　光洋建設株式会社 

　　代表取締役　　長尾　洋司

（２）所在地

　　　本　社　　　 〒656-0143 兵庫県南あわじ市中条中筋939

　　　淡路営業所　　　　　　　　　 〒656-1552 兵庫県淡路市入野919

（３）環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

　   環境管理責任者・　連絡責任者

　   TEL：0799-45-0382  　 FAX：0799-45-1444   　E-mail：koyo0382@ceres.ocn.ne.jp

（４）設立、資本金

　   設　立：1996年11月　

　   資本金：3,000万円

（５）事業内容

　　総合建設業（土木工事業・建築工事業）

　　建設業許可番号　一般　兵庫県知事 許可第801619号 （造園・電気）

　　　　　　　　　　特定　兵庫県知事 許可第801619号

（６）事業の規模（2022年度）

　（売上額）134,209万円

　（工事数）34件

　（従業員数）本社：26名　 淡路営業所：２名（兼務）

     (敷地面積）本社：158.5㎡　 10㎡

　　  　倉庫：616㎡

（７）事業年度 7月～翌年6月

【 対象範囲】認証･登録（全組織、全対象活動範囲とする）

　（登録組織名）光洋建設株式会社 

　（対 象 組 織）本社・淡路営業所

　　　　　　　　全組織が対象

　（事 業 活 動）総合建設業（土木工事業・建築工事業）
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制定日:2010年6月24日
更新日:2023年7月1日

土木課 総務課 　企画開発課

建築課 経理課 　不動産課
営業課 労務安全課

環境事務局 

全従業員

・環境管理責任者を任命

環境管理責任者

・環境経営レポートの確認

・環境経営方針の策定、見直し

・環境経営目標、環境経営計画書を承認

・代表者による全体の評価と見直し、指示

・環境経営レポートの承認

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付）

・環境経営方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚。

・環境経営目標、環境経営計画書を確認

・自主的・積極的に環境活動へ参加。

・環境管理責任者の補佐

・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成

・環境活動の実績集計

・代表者による全体の評価と見直し・指示に必要な情報（環境経営目標の達成状況等）を報告

・代表者による課題とチャンスの作成、定期的に見直し

・環境経営システムの構築、実施、管理

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認

最高責任者（社長） ・環境経営に関する統括責任

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備

役割・責任・権限

各建設現場所長兼
エコアクション21担当者

工事部 管理部 営業部

社員

下請等の協力会社

淡路営業所

代表者 長尾洋司

環境管理責任者 長尾 仁美

事 務 局

社員 社員
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※ 2020度電気事業者別二酸化炭素調整後排出係数（最新）：シン・エナジー株式会社　0.473㎏-CO2/kWh

　＊達成率：（目標/実績）：100％超で達成

基準年度

2019年度～2021
年度平均値

(基準値) (目標)

百万円 1,100 ー

kWh 18,562 ー

kWh/百万円 16.87 16.70

基準年度比 達成率 99%

L 23,850 ー

L/百万円 21.70 21.48

基準年度比 達成率 99%

㎥ 330 327

基準年度比 達成率 99%

□ 現場

百万円 1,100 ー

L 95,774 ー

L/百万円 87.00 86.13

基準年度比 達成率 99%

kg 1,708,940 ー

kg/百万円 1,755 1,737

基準年度比 達成率 99%

　(実績)　 (目標)

産業廃棄物排出量

228,575

280水使用量

売上高（a）

97%

320

21.05

356

280

116%

1,7025,623
産業廃棄物原単位

（d/ａ）

水使用量の削減

　ガソリン使用量ＣＯ2排出量

2021年度 2022年度

9,391

【 主な環境負荷の実績】

1,342

119%

2024年度

産業廃棄物（ｄ）

1,720

98%

ガソリン使用量原単位
（ｃ/ａ）

17,309 ー ー

12.90 21.27

ガソリン使用量（ｃ）

軽油使用量原単位
（ｃ/ａ）

軽油使用量（ｃ）

166% 98% 97%

ー ー

98%

323

4,584 7,545

8,853

296,150

368,303

項目

　電力使用量ＣＯ2排出量

　軽油使用量ＣＯ2排出量

ＣＯ2排出量合計 289,101

63,234 40,157

88,595 ー ー

66.02 85.26 84.39

130% 98% 97%

323%

7,545,990 ー ー

97%

環境経営目標

売上高（a）

電力使用量（b）

1,342

(目標)

単位

電力使用量原単位
（b/ａ）

ー ー

16.36

2023年度

ー ー

　＊産業廃棄物は、今期大規模解体工事の受注により大幅に増加したので達成できませんでした。

　ＬＰＧ使用量ＣＯ2排出量 66 65

　＊化学物質は使用なし、目標設定なし。

□ 本社

98% 97%

16.53

【 環境経営目標･実績】

2022年度

19,854

13.94
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  (６) 環境経営計画に基づき実施した取組内容

 (７) 環境経営目標及び環境経営計画の実績・取組結果とその評価（実績には二酸化炭素排出量を含む），

　　　並びに次年度の環境経営目標及び環境経営計画

５

   ＊取組内容の達成状況： ○できた（100％）△（50％～100％未満）×全くできなかった（0％）

7

月
～

9

月

1

0

月

～

1

2

月

1

月
～

3

月

4

月
～

6

月

○ ○ ○ ○ 継続

○ ○ ○ ○ 継続

○ ○ ○ ○ 継続

○ ○ ○ ○ 継続

○ ○ ○ ○ 継続

〇 〇 〇 〇 継続

〇 〇 〇 〇 継続

○ ○ ○ ○ 継続

〇 〇 〇 〇 継続

〇 〇 〇 〇 継続

〇 〇 〇 〇 継続

〇 〇 〇 〇 継続

〇 〇 〇 〇 継続

〇 〇 〇 〇 継続

○ ○ ○ ○ 継続

〇 〇 〇 〇 継続

○ 〇 〇 〇 継続

④退社時、機械及び機器の電源OFFを確認

□ 環境経営計画の取組内容とその評価、次年度の取組内容

取組内容 継続／変更 評価と次年度の取り組み内容

達成状況

電力使用量の削減
（目標達成）
全従業員が協力して、①、②、③、④を実施してためほぼ、目標に
達しています。
（次年度）
①、②、③、④を継続実施する。①不要時の消灯の徹底

②ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ・すだれを活用

③フィルターの清掃（月1回程度）

ガソリン使用量の削減
（目標未達成）
①、②、③を実施を継続し、また乗り合わせて現場に行く等継続し
て実施し、目標標達することができました。
（次年度）
①、②、③を継続実施する。①エコ運転の徹底

②アイドリングストップの徹底

③カーエアコンの設定温度を抑える

軽油使用量の削減
（目標達成）
①、②、③を実施とICT建設機械の使用によりほぼ目標が達成でき
ました。
（次年度）
①、②、③を継続実施する。①エコ運転の徹底

②アイドリングストップの徹底

③カーエアコンの設定温度を抑える

水使用量の削減
（目標未達成）
①、②、③を継続して実施しコロナの影響で空気清浄機の加湿によ
り未達成となった。
（次年度）
①、②、③を継続実施するがコロナの影響もあり維持項目とする。①水を使用する時は、節水を心がける。

②蛇口締めつけ確認

③水漏れの点検

④空気清浄器+加湿器（除菌水）の使用

産業廃棄物の削減
（目標達成）
①、②を実施したが、今期は産業廃棄物の多い建物の大規模解体工
事があったため大幅に数量が増加し、未達成となった。
（次年度）
①、②を継続実施するが工事の内容により増減するので取組が難し
い。継続して実施する。

①分別の徹底

②再資源化

社会貢献

①事務所周辺の清掃活動（1回/月） 月1回、全員で実施した。次年度も継続実施する。



□ 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りである。

建築基準法に義務化されている建築確認告示板の掲示

分別解体実施・再資源化の実施義務の遵守、発注者への報告義務、県知事への報告

特定建設作業の届出　　指定区域内の作業敷地境界にて85デシベル以下の遵守

特定建設作業の届出　　指定区域内の作業敷地境界にて75デシベル以下の遵守

特定建設作業の届出 騒音規制法対象となるもの以外

管理者の責務（7.5ｋW未満業務用エアコン）簡易点検（3か月1回）、記録の保管

災害時には出動し、応急対策を行います

※ 環境関連法規制等の遵守状況の確認の結果、環境関連法規制等は遵守している。

    なお、関係当局より違反、訴訟などの指摘は、過去３年間ありません。

■外部から環境に関する苦情、要望などありませんでした。　　　

■毎日朝礼,社内掲示板においてを通じて双方向の内部コミュニーケションを実施している。　　

遵守確認年月日：2023年7月1日 

環境管理責任者：長尾仁美

□ 代表者による全体の評価と見直し・指示　　　

一般廃棄物、産業廃棄物（建設廃棄物処理委託契約書、産業廃棄物委託契約書、マニフェスト交
付、保管、交付状況報告書等）

環境の保全と創造に関する条例 遵守

代表取締役　長尾　洋司

必要に応じて変更指示

特になし

特になし

特になし

特になし

特になし

環境経営目標

環境経営計画

実施体制

その他の要素

見直しの必要性

否

否

否

否

否

項目

環境経営方針

振動規制法

フロン排出抑制法

（１）全体の評価
　　取組内容は、社員の環境に対する意識は向上し、それぞれの目標に継続して取り組んでいる。改善指標は、環境経営
　　効率指標（原単位管理）を今年も採用した。今年度は、電力、燃料（ガソリン・軽油）、水道使用量について目標を達成して
いる。しかし、産業廃棄物の削減については、目標の65％と達成できていない状況である。原因は今年度大規模解体工事を受注し
たため、産廃量が急激に増えた事が原因であり理由が明白である事から問題がないと考えます。
　
（２）見直し・指示
　　達成・未達成にかかわらず次年度も環境経営効率指標（原単位管理）を改善指標とする。自動車・建設機械の燃料
　　使用量は、ICT建機の使用により人手不足の改善や生産性の向上（コストの削減）につながるので、次年度も常に活用する事
の意識づけをお願いする。
　　社会貢献活動（現場事務所周辺の清掃活動）は、今後も継続実施すること。
　　本年度購入した高性能焼却炉の活用については、ゴミの減量につながるため次年度も引き続き継続していく事。

2023年7月10日

適用される法規制

騒音規制法

遵守評価

遵守

遵守

廃棄物処理法

建築基準法

建設リサイクル法

適用される事項（届出の実施、測定の実施、基準値の遵守等）

遵守

遵守

遵守

遵守

兵庫県災害時における応急対策
に関する協定

遵守

６



ICT建機の使用で施工時間の短縮による生産性の向上の取り組み

バックホウ

ブルドーザ
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当社は一般財団法人日本カンボジア交流センターを通じて海外支援に尽力いたしております。
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